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要旨：地震被害を受けた建物における補修計画の策定を目的として，建物内の一部を選択して補修した

場合の性能回復及び補修コストについて検討した。一部の階のみを選択補修した場合，各限界状態の性

能は，耐力の大きい層を補修することで大幅に回復し，安全限界においては特にその傾向が強いことが

わかった。また，補修による性能回復率から，階別の寄与度を算出する手法を提案した。寄与度に基づ

いて補修順序を決定することで，適切な補修計画を策定可能であることがわかった。 
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1. はじめに 

 持続可能な社会の実現のため，建物の長寿命化や地震

時の補修による早期の復旧性が求められている。地震被

害を受けた建物の復旧計画を立案する際には，復旧後の

耐震性能と補修コストの２つの要素を考慮する必要があ

る。しかし，現在の建物補修ではどの部材に対して，ど

の程度の補修を行えば必要耐震性能を満たすかが不明瞭

であることから，一般的には補修コストに関わらず，全

ての損傷に対して補修が行われる。しかし，建物を完全

補修した場合と一部の部材を選択的に補修（以下，選択

補修）した場合では，補修後の建物性能に大きな差が生

じない可能性がある（図 1）。従って，選択補修時の建

物性能や補修コストが明瞭となれば，対象建物の用途や

施主の希望に応じた様々な補修計画の提案が可能とな

り，建物の長寿命化に繋がると考えられる。 

 そこで本研究では，個々の部材補修が建物全体の性能

回復に与える影響や選択補修を行った場合に必要とされ

る補修コストの情報から，より低コストで目標とする建

物性能を満足する部材の補修順序（以下，補修計画）の

提案を行う補修優先度指標の作成を最終目的とする。今

回はその第一段階として，2020 年度に実施した東北大

学-大林組共同研究の縮小４層 RC 造補修試験体の振動

台実験 1)を対象に検討を行った。建物の耐震性能（新

築、被災後、補修後のいずれも）は、各層を構成する部

材の剛性・耐力・変形及びエネルギー吸収能力に支配さ

れ、層せん断力や層間変形角の分布など様々な要因に影

響されると考えられることから，その影響度を定量的に

示すことが本研究の最終的な目標である。 

2. 補修優先度指標の定義 

本研究では，補修による建物全体の性能回復度が高

く，かつ，その補修コストが低い部材を補修優先度の高

い部材と定義する。部材の補修優先度に影響を与えるパ

ラメータとして，対象部材のある階，損傷度，部材種

（柱，壁，梁）の３つを検討対象とする。図 2 に示す

ように少ない補修コストで性能回復率が高い補修計画①

の方が平均的に回復する補修計画②や，後半で回復する

補修計画③より，補修の効率が良いと考えられる。従っ

て，本検討では部材単位で建物内の補修優先度の高さを

数値化し性能回復速度の速い補修順序を決定することが

最終目標である。本論文では，補修による性能回復率か
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ら階ごとの補修優先度への影響度（以下，寄与度）の検

討を行い，寄与度に基づいた最適な補修計画の策定方法

を提案する。 

3. 選択補修した建物の性能検討 

3.1 検討対象の実験概要 

本研究では 2020 年度に行われた縮小 4 層 RC 架構の

振動実験 1)を対象とする。文献 1)に詳細が報告されてい

るが，試験体の概要を以下に示す。新設時試験体は図 

に示すような 1/4 スケールの RC 造 4 層の連層耐震壁

（矩形の壁柱）付き架構である。X,Y 方向共に 1 階の壁

と柱の脚部及び各階の梁端に曲げ降伏ヒンジを生じ，曲

げ降伏型全体崩壊形のメカニズムを形成するよう設計さ

れた。なお，文献 2)に記載されている通り，壁の耐力

負担率（ヒンジ発生位置の曲げモーメントの負担割合）

は約 60%になるよう設計をしている。 

新設時試験体の加振後，X 方向は，既存の部材に対し

て，エポキシ樹脂やポリマーセメントモルタルを用いた

ひび割れ，剥落補修を行われた。鉄筋が座屈した箇所に

ついては鉄筋の交換やコンクリートの再打設により補修

が行われた。また，Y 方向は損傷した壁を一部撤去し新

たに補強ブロックを新設する補強が行われた。本論文で

は，X 方向を検討対象とする。 

3.2 選択補修モデル作成方針 

本検討では弾塑性解析ソフト SNAPver8 を用いた。新

設試験体のモデルは，耐震壁及び柱梁を材端に曲げバ

ネ，中央にせん断バネと軸バネを持つ線材に置換したフ

レームモデルとし，長期荷重は梁の分布荷重として加え

た。また，壁・柱共に基礎固定の条件としている。詳細

は文献 2)を参照されたい。部分補修架構モデルは，新

設試験体のモデルに対して，無補修部材は性能低減係数

η（表 1），補修部材は性能回復係数φ（表 2）を用い

て各性能を低減し作成した（図 4）。新設時の部材性能

を１とした場合に性能低減係数ηは損傷後の，性能回復

係数φは補修後の部材性能を表す値である。損傷度は文

献 3）の曲げ部材の損傷度を参考とし，ひび割れ発生点

から主筋降伏点までを損傷度 I，主筋降伏点から最大耐

力点までの範囲において，前半を損傷度 II，後半を損傷

度 III，最大耐力点から終局点までを損傷度 IV，終局点

以降を損傷度 V とした。なお，部材の性能低減方法を

図 5 に示す。 

性能低減係数ηは，初期剛性，降伏剛性については既

往の補修部材実験 4)の結果を基に定め，耐力について

は，文献 5)の値を用いた。性能回復係数φは，文献 6)

を参考に定めた。 

本研究では，検討の第一段階として，補修をする階を

パラメータとして，検討を行うこととする。 

表 2 性能回復係数φ 

柱・梁 壁 柱・梁 壁 柱・梁 壁

Ⅰ 0.46 0.55 1 1 1.05 1.03 1

Ⅱ 0.46 0.55 0.97 0.86 1.05 1.03 0.95

Ⅲ 0.49 0.55 0.92 0.74 1.21 1.09 0.8

Ⅳ 0.49 0.55 0.92 0.74 1.21 1.09 0.7

Ⅴ 0.49 0.55 0.92 0.74 1.21 1.48 0.65

回復係数φ

初期剛性 降伏剛性 耐力
減衰損傷度

表 1 性能低減係数η 

 

柱・梁 壁 柱・梁 壁 柱・梁 壁

Ⅰ 0.40 0.55 1.00 1.00 1.00 1.00 0.95

Ⅱ 0.14 0.34 0.38 0.57 1.00 1.00 0.8

Ⅲ 0.08 0.23 0.21 0.39 1.00 1.00 0.75

Ⅳ 0.06 0.17 0.17 0.29 1.00 0.99 0.7

Ⅴ 0.04 0.11 0.11 0.19 0.77 0.65 0.65

減衰

性能低減定数η

初期剛性 降伏剛性 耐力
損傷度

図 4 選択補修モデル作成イメージ 
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新設モデルに加え８つの補修計画モデル（無補修，１

階のみ補修，２階のみ補修，３階のみ補修，４階のみ補

修，１，２階補修，１～３階補修，全補修）を作成し

た。また，階の違いによる差のみを評価するため，損傷

後の試験体部材はすべて等しく損傷度Ⅲであると仮定し

低減を行う。なお，実験時は損傷度Ⅲの部材についてエ

ポキシ樹脂注入によるひび割れ補修またはエポキシ樹脂

モルタルによる剥落補修が行われている。 

建物全体の等価粘性減衰定数ｈは，(1)式で算出し，

本検討では損傷や補修による低減（履歴面性の変化）は

考慮しないこととした。ただし，降伏点剛性の変化に起

因する塑性率μの変化によるエネルギー吸収量（減衰）

の増減は，間接的に考慮されることとなる。 

ℎ = 0.05 + 0.25(1 −
1

√𝜇
) （1） 

 μ：塑性率 

塑性率は，性能曲線を図 6 に示す A と B の面積が等

しくなるバイリニアモデルより算出した。 

3.3 建物性能の評価方針 

 建物の性能評価は，各モデルについて使用限界，損傷

限界 I，損傷限界Ⅱ，安全限界の４限界状態別に保有耐

震性能指標 7)を算出し行った。保有耐震性能指標の定義

を以下に示す。この値が大きいほど建物がより大きな地

震動に耐えられることを表す。 

保有耐震性能指標=
限界地震動の強さ

基準地震動の強さ
 2） 

限界地震動を建物の応答が４つの限界状態に達すると

きの地震動，基準地震動を表層地盤（第二種地盤とす

る）による増幅特性を考慮した再現期間数百年の地震動

（建築基準法施行令 82 条，地域係数 Z=1.0）とする。

本検討では図 7 に示す通り，基準地震動の大きさを各

限界状態の減衰定数を用いて低減した値で限界地震動の

大きさを除することで指標の算出を行った。なお，代表

変形は，実建物のスケールに合わせて，変形を 4 倍にし

た。各限界状態は，新設振動台実験のフレームモデルの

荷重増分解析結果 2)を等価１質点系に縮約した応答加速

(a)  階ごとの補修 

(b)  組み合わせ補修 

図 9 選択補修による保有耐震性能指標 
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図 8 選択補修したモデルの Push Over 解析 
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度 Sa-代表変位 Sd曲線上で，使用限界は最初の部材が降

伏するステップの変位，安全限界状態は，振動実験で連

層耐震壁が曲げ破壊した加振の最大応答変形とし，修復

限界Ⅱは，これらの中間点，修復限界Ⅰは，使用限界と

修復限界Ⅱの中間点とした。 

4. 選択補修による性能回復率 

4.1 保有耐震性能指標の回復率 

各補修モデル別に，各層ごとの解析結果を１質点系に

縮約した応答加速度－代表変位関係と各限界状態時の値

を図 8 に示す。前述の通り代表変形は，実建物のスケ

ールに合わせて，変形の値を 4 倍にしている。選択補修

のモデルでは，1 階を補修した場合に剛性及び耐力が最

も大きくなっていることがわかる。 

保有耐震性能算出結果を図 9 に示す。保有耐震性能

指標の値について，新設時を 100%として結果を換算し

た値（以下，性能回復率）を図 10 に示す。図中の(a)は

各階のみを補修した場合について，(b)は下階から順に

補修を進めた場合についての値を比較している。使用限

界では全補修モデルの性能が新設モデルの 100%を下回

るが，修復限界・安全限界では全補修モデルの性能回復

率が 100%より大きくなる。これは初期剛性の回復係数

が 0.5 程なのに対し，耐力の回復係数 φ が１よりも大き

い値であるためである。したがって，架構全体において

補修により初期剛性は完全には回復しないが，耐力につ

いては新設時を上回る程回復することが分かる。また図 

6 では，新設モデルに比べて 1 階補修モデルの応答加速

度の値が大きいが，保有耐震性能指標の値は安全限界時

においても新設の方が大きくなる。これは，補修モデル

では，降伏剛性の低減によって減衰が小さくなるためで

ある。 

図 10(a)の単一階のみを補修した場合の値を比較する

と，1 階のみ補修した場合の値が大幅に大きく，他の階

のみについてはほぼ同じ値となった。これは，１層の部

材が建物全体の耐力やエネルギー吸収量に占める割合が

大きいためである。また，無補修モデルとの性能差に着

目すると，限界状態が上がるにつれて他モデルに対する

１階補修モデルの値は大きくなる傾向があり，概ねメカ

ニズムに到達する（各部材が降伏耐力に達する）修復限

界以降では，補修による建物全体の耐力やエネルギー吸

収性能の上昇が他の階を補修した場合に比べ大きくなる

ことが原因と考えられる。 

図 10(b)では，下層階から順に補修階を増やすほど建

物性能が上昇することが分かる。使用限界と安全限界で

性能の上り方を比較すると，前者に比べ後者では 1 階の

上り幅が大きくなる。ここから，使用限界時の性能につ

いては，より架構全体の補修が有効である。また，修復

限界Ⅱ，安全限界については，1 階から 3 階までを補修

した時点で建物性能は新設時とほぼ変わらない水準まで

回復するため，選択補修が有効であると考えられる。 

4.2 階別の補修の寄与度 

図 10 の耐震性能回復率に基づいて，各階の性能回復

率（寄与度）を以下の式(3)で求め，図 11 に示す。 

寄与度 =
補修後性能−無補修時性能

全補修時性能−無補修時性能
× 100[%] (3) 

図中(a)は，単一階の寄与率の合計，(b)は 1 階から順

に補修階を増やした場合の寄与率である。図(a)の単一

階の寄与率の合計は，修復限界Ⅰを除くと概ね 100%に

なっており，各階ごとの寄与率の比は，(a)の単一階補

修モデルから算出した場合と，(b)の複数階補修モデル

から算出した場合で概ね一致している。 

また，図 12 に示す層間変形分布では上層ほど変形量

が大きいが，寄与度の算出結果では１階の補修が効果的

であるという結果となった。これは，本モデルにおいて

は，変形量よりも耐力の方が建物性能に与える影響が大

きいためと考えられる。 
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図 10 部材選択補修による性能回復率 

 

図 7 

 

- 328 -



日本建築防災協会の「被災度区分判定基準」3)では，

梁降伏型の全体崩壊形を形成する被災建物の耐震性能残

存率 Rを，式(4)で算定できることとしている。 

   𝑅 =
∑𝜂∙𝑀𝑢

∑𝑀𝑢
    (4) 

ここで，η：耐震性能低減係数，Mu：降伏ヒンジの終

局曲げモーメント 

これと同様に，補修による耐震性能の回復率 RF が，

式(4)の耐震性能低減係数ηを性能回復係数φに置き換

えることで評価可能と仮定すると，式(5)となる。 

   𝑅𝐹 =
∑∅∙𝑀𝑢

∑𝑀𝑢
    (5) 

検討対象架構では，崩壊メカニズム時の降伏ヒンジ

は，1 階柱脚が 2 か所（Mu≒7 kN・m），1 階壁脚に 1

か所（Mu≒180 kN・m），各階梁端に 16 か所（Mu≒7 

kN・m）であり，これから，RF に対する各階ごとの寄

与度は，1 階（柱２，壁１，梁４）と 2～4 階（それぞ

れ梁４）の寄与度の比は，73%：9%となり，解析結果

よりやや 1 階の寄与度を過大評価するが，大まかな傾向

は一致する結果となった（表 3）。 

4.3 複数階を補修した場合の性能回復率の推定 

 実際の建物においては，複数階の補修を行うことが通

例と考えられるが，その場合，補修を行う階の組み合わ

せが無数に存在し，その全てについて解析を行った上で

性能の回復率を算定するとなると，計算負荷が非常に大

きい。そこで，単一階の補修を行った場合の性能回復率

を累加することで，複数階の補修を行った場合の性能回

復率の推定可能かどうか検討した。 

1 階から順番に複数階を補修した場合の保有耐震性能

の回復率を，解析結果から算出した場合（解析値）と各

階の寄与度を累加した場合推定値）で比較を行った結果

を図に示す。修復，安全限界状態時に関しては，限界状

態が上がるにつれ差は小さくなり安全限界では差があま

り生じない結果となった。単一層を補修した場合，当該

層の変形が減少し，その他の層の変形が増加するため，

図 13 階別補修時コスト-性能回復率関係 
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表 3 RF に対する寄与度計算 

柱脚 壁脚 梁端

2-4 0 0 4 28 9

1 2 1 4 222 73

ヒンジ数
ΣMu[kN・m] 寄与度[％]階

図 11 階ごとの寄与度 

図 12 層間変形角 
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変形分布が変化する（図 12）。この変形分布の変化が，

性能回復率の値に影響を与え，推定値と解析値の差の要

因になっているものと推測される。図 12 からわかるよ

うに，安全限界時の方が，変形分布の変化が小さく，そ

のため，推定値の誤差が小さくなったと考えられる。 

以上の結果から，安全限界時のように，変形の大きい

領域においては，単一階を補修した場合の性能回復率

（各階の寄与度）から，複数階を補修した場合の性能回

復率を精度良く推定可能であるといえる。 

4.4 補修コストと性能回復の関係 

(1) 補修コストの算出方法 

本検討では，各階における部材の損傷度及び断面が同

一である。従って，4.1 に示した階別の選択補修におい

ては，各階の補修コストが等しいと仮定した。 

(2) 補修コストと性能回復の関係 

補修コストと性能回復の関係を算出した結果を図 13

に示す。図中には，4.3 に示した方法（単一層を補修し

た場合の性能回復率を累加する方法）で算定した，4 階

から順に補修した場合の結果を合わせて示している。安

全限界時について，コスト 75%時点での性能を比較す

ると，下層から補修した場合の建物性能は上階から補修

した場合の倍となる。また，使用限界，修復限界につい

ても同様の傾向が確認できる。よって，本検討範囲内に

おいては，１階からの補修が最適な補修計画であり，寄

与度に基づいて補修順序を決定することで適切な補修計

画を提案可能であると言える。また，グラフの傾きは補

修効率の良さを表しており，どの限界状態についても 1

階の補修による傾きが大きく，その他については概ね等

しくなる。従って，特に 2 階から 4 階の部材について

は，損傷度，部材種等の複数の寄与度を組み合わせるこ

とで，より適切な補修計画を提案することが可能と考え

られるが，今後の検討課題である。 

 

5. まとめ  

(1) 地震被害を受けた建物における補修計画の策定を

目的として，建物内の一部を選択して補修した場

合の性能回復及び補修コストについて検討した 

(2) 一部の階のみを選択補修した場合，すべての階を

補修した場合について，使用限界，損傷限界，安

全限界時の性能の算出を行った。各限界状態の性

能は，耐力の大きい層を補修することで大きく上

昇することがわかった。 

 また，安全限界時においては，単一階を補修し

た場合の性能回復率から，複数階を補修した場合

の性能回復率を推定可能であることがわかった。 

(3) 補修による性能回復から，階別の寄与度を算出す

る方法を提案した。寄与度に基づいて補修順序を

決定することで，適切な補修計画を策定可能であ

ることがわかった。 
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